
【トピックス】 
◎常時空き家コンサルタント養成講座（オンライン開催） 

◎定例（月1回（一社）全国定借協会 役員 

 

●１０月１３日 全国定借協会  オンライン理事会 

●１０月２２日 全国定借協会東海支部 座談会（名古屋市） 

●１１月２６日 全国定借協会 総会    （オンライン） 

●１１月１８日 沖縄定借機構定借アドバイザー講座（沖縄） 

●１２月８日  全国定借協会 オンライン理事会 

●１２月１８日 九州定借機構 理事会・セミナー（福岡市） 

●１月１２日  全国定借協会 オンライン理事会 

●２月９日   全国定借協会 オンライン理事会 

●２月１７日   沖縄定借機構 オンラインセミナー   

●２月２６日  九州定借機構  理事会・第 10 回定借コン

サルタント資格試験      （福岡市） 

 

 

 



 

● 定期借地権住宅供給実績（２０２５年分） 

   ※日本住宅総合センター資料参考 

 

(1)戸建て住宅 

２０２５年度における戸建て住宅の収集事例数は、23 件 31 区画である。都

道府県別にみると、第 1 位は愛知県の 22 区画、第 2 位は埼玉県と京都府の 3

区画であり、収集された事例の約 71％が愛知県となっている。前年度までの傾

向同様、愛知県での収集事例が過半数を占めている。 

(2)マンション 

マンションの収集事例数は 44 件 2180 戸である。 

都道府県別マンション発売戸数は、第 1 位が東京都の 14 件 980 戸、第 2 位

が大阪府の 10 件 541 戸、次いで第 3 位が神奈川県の 4 件 393 戸であった。ま



た今回収集した 44 件について、マンション別の最大専有面積の平均は

90.57m2 であった。 

●空き家対策、川下対策から川上対策政策へ！ 

    

★定借マンション・定借戸建住宅は空き家を将来生まない

住宅事業です。地主（貸主）の判断で将来利活用又は建物

解体の判断が可能だからです。※定借契約で可能に。 



基本的に空き家は発生しない！ 

《９月８日全国定借協会東京懇親会》 

 

 



●大和ハウス工業は、国内の新築戸建て事業を「全国展

開・幅広い価格帯」から「都市部・高価格帯」へ大きく転

換。資材費・人件費の上昇、職人不足、地方の住宅需要減少によっ

て、従来型の全国展開では採算確保が難しくなったのが要因。 

 

* 23 道県から新築戸建ての新規受注を撤退 

* 2027 年 4 月から営業機能を東京・大阪などに集中 

* 現在の 50 本店・支社・支店から、13 本店・支社・支店、22 営

業エリアへ集約。 

*約 200 人の営業人員を再配置し、東京・大阪ではスタッフ倍増。 

* 注文住宅は 5000 万円以上に絞り込み 

* 土地代などを除き、自由設計の注文住宅は最低受注額 5000 万円

以上に。 

* 1 億円超の注文住宅を年間約 200 戸から倍増させる方針。 

* 富裕層・高付加価値市場をより重視する。 

* 住宅価格の上昇が背景 

* 注文住宅の全国平均建設費は、2011 年度の 2860 万円 →2025 年

度 4259 万円へ約 5割上昇。 



* 首都圏は 4761 万円、近畿圏は 4269 万円。 

* 注文住宅の工事原価も 10 年間で約 4 割上昇している。 

 

* 国内の戸建て市場そのものも縮小 

* 2025 年度の新設住宅着工戸数は 71 万 1171 戸、前年比 13％減。 

* 注文住宅は 19 万 5111 戸、同 13％減で、10 年間では約 3 割減

少。 

* 特に地方では人口流出などにより戸建て需要が弱い。 

 

この記事は単なる「大和ハウスの営業拠点削減」ではなく、日本の

住宅産業が「全国一 律に住宅を供給する時代」から「需要のある

地域と高採算商品を選別する時代」へ移りつつあることを示してい

ます。 

大和ハウスの国内戸建て事業は 2026 年 3 月期に売上高 5255 億円

ありますが、営業利益率はわずか 1％です。 

一方、注文住宅の販売単価は 5310 万円まで上昇しています。 つま

り、「売価は上がっているのに十分な利益が残らない」という厳し

い状況です。 



今後は他の住宅メーカーでも、地方拠点の統廃合、低採算商品の縮

小、高価格帯への シフト、規格住宅の活用といった動きが広がる

可能性があります。 

 

また、不動産・相続の観点では、地方で「古い家を相続して建て替

える」という選択肢が、 建築費上昇や住宅会社の営業地域縮小に

よってさらに取りにくくなる点にも注意が必要 です。 

相続した実家を売る・貸す・解体する・建て替えるという判断を、

従来以上に早い 段階で検討する必要性が高まる記事と捉えられま

す。 

 

出典：日本経済新聞、2026 年 9 月 4日付「大和ハウス、新築戸建て

受注絞り込み 5000 万円以上に 

23 道県で撤退資材高や職人不足」 

（武田氏資料より） 
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